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お客様ならびに関係者各位 

 

 会 社 名 ばんせい山丸証券株式会社 

 代表者名 代表取締役社長 村上豊彦 

  

 

証券取引等監視委員会証券取引等監視委員会証券取引等監視委員会証券取引等監視委員会によるによるによるによる行政処分行政処分行政処分行政処分のののの勧告勧告勧告勧告についてについてについてについて    

  

 

本日、証券取引等監視委員会から、当社に対する検査の結果、当社において法令違反に該当する

事実等が認められたとして、内閣総理大臣および金融庁長官に対して行政処分等の適切な措置を講

じるよう、別紙のとおり勧告が行われました。 

 

当社では、この度の検査結果および勧告内容を厳粛に受け止め、早急に問題点の改善を図るとと

もに、内部管理態勢の一層の強化・充実に向け、役職員一同全力で取組んで参る所存でございます。 

 

常日頃より当社を信頼し、ご愛顧いただいておりますお客様、当社株主の皆様ならびに関係者の

皆様に、多大なご心配とご迷惑をおかけいたしましたことにつきまして、深くお詫び申し上げます。 

 

以上 

 

 本件に関するお問合せ先 

管理本部 総務部 法務課 

Tel：（03）5541－9107 

 

 

 

 

 



  

別紙 

 

ばんせい山丸証券株式会社に対する検査結果に基づく勧告について 

 

１．勧告の内容 

関東財務局長がばんせい山丸証券株式会社（東京都中央区、代表取締役社長 村上 豊彦（むら

かみ とよひこ）、資本金１，５５８百万円、役職員１８５名、第一種金融商品取引業、第二種金

融商品取引業及び投資助言・代理業）を検査した結果、下記のとおり、当該金融商品取引業者に係

る法令違反の事実が認められたので、本日、証券取引等監視委員会は、内閣総理大臣及び金融庁長

官に対して、金融庁設置法第２０条第１項の規定に基づき、行政処分を行うよう勧告した。 

 

２．事実関係 

（１）届出されていない有価証券を募集により取得させる行為 

ばんせい山丸証券株式会社（以下「当社」という。）は、平成２０年２月から同２２年７月まで

の間、株式会社Ａ社（以下「Ａ社」という。）及び合同会社１２社（以下「本件合同会社」という。）

が新たに発行した社債（以下「本件社債」という。）の取得の申込みの勧誘（以下「取得勧誘」と

いう。）を行って、これを多数の顧客に取得させている。 

当社は、本件社債に付された複数の回号ごとに勧誘人数を５０名未満に抑えて取得勧誘を行って

いる。しかしながら、本件社債については、各回号ごとに償還期限や発行日がわずかに異なってい

るに過ぎず、それ以外の利率、発行価額等の条件や資金使途がいずれも同一の社債群が合計２３群

認められ、いずれも、各社債群ごとに近接した期間のうちに５０名以上の多数の顧客に取得勧誘が

行われていた。このような本件社債の内容や取得勧誘の実態等に照らせば、各回号の償還期限等が

わずかに異なっているのは、募集に該当することを回避しようとして行われたに過ぎないもので、

その取得勧誘は、上記２３の各社債群ごとにそれぞれ一個の募集に該当するものと認められる。 

したがって、本件社債は、いずれも、金融商品取引法第１５条第１項の規定により、発行者が同

法第４条第１項に規定する届出を行い、その届出が効力を生じているのでなければ顧客に取得させ

てはならないものであるところ、Ａ社及び本件合同会社は当該届出を行っていないことから、当社

の上記行為は同法第１５条第１項に違反するものと認められる。 

（２）社債の取得勧誘に関して重要な事項につき誤解を生ぜしめるべき表示をする行為 

当社が、Ａ社の社債の取得勧誘に際し、顧客に示していた商品内容説明書には、Ａ社が、経営戦

略が頓挫して危機的な状況にある株式会社Ｂ（以下「Ｂ社」という。）の事業のうち、強固な基盤

を有する部門の業務を引き継いだことや、両社には資本関係がないことなど、Ａ社の経営計画にお

ける有利な面が記載されている一方で、Ａ社が有する多額の貸付金債権の債務者がＢ社であること

や、Ａ社がＢ社の別の多額の借入金債務について行っている併存的債務引受の一部についての記載

がされていない。そして、当社営業員らは、顧客に対し、上記商品内容説明書を交付して、同書に

記載されていない上記貸付金債権や引受債務に係る事実を説明することなく取得勧誘を行っていた。 

このような当社の行為は、投資判断上重要な事項について誤解を生ぜしめるべき表示であると認

められ、平成２１年法律第５８号による改正前の金融商品取引法第３８条第６号に基づく金融商品

取引業等に関する内閣府令第１１７条第１項第２号に該当するものと認められる。 

 

 以上 


